
【社会福祉法人静岡市しみず社会福祉事業団】 

別紙１ 

計算書類に対する注記（法人全体用） 

 

１．継続事業の前提に関する注記 

該当なし 

 

２．重要な会計方針 

⑴有価証券の評価基準及び評価方法 

該当なし 

⑵たな卸資産の評価基準及び評価方法 

①製品及び仕掛品 

売価還元原価法による原価法によっている 

②商品、原材料及び貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法によっている 

⑶固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定額法によっている。 

②無形固定資産 

定額法によっている。 

③リース資産 

 （所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

   リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっている。 

⑷引当金の計上基準 

①徴収不能金引当金 

該当なし 

②賞与引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。 

③退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期において発生してい

ると認められる額を計上している。 

⑸消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。 

 

３．重要な会計方針の変更 

該当なし 

 



４．採用する退職給付制度 

退職給付制度は独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設等退職手当共済制度及び一般財団

法人静岡県社会福祉事業共済会の退職共済制度に加入し、法人の給与規程に基づいて退職給付を

行っている。 

 

５．法人が作成する計算書類とサービス区分 

当法人が作成する計算書類は以下の通りになっている。 

⑴法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式） 

⑵事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式） 

⑶社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第

３号第３様式） 

⑷公益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号

第３様式） 

当法人では、拠点が一つであるため作成していない。 

⑸収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号

第３様式） 

当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。 

⑹各拠点区分におけるサービス区分の内容 

①法人本部拠点区分（社会福祉事業） 

 ア 本部 

②みなとふれあいセンター拠点区分（社会福祉事業） 

 ア 身体障害者福祉センター 

③ひびきワーク拠点区分（社会福祉事業） 

 ア 生活介護 

④うしおワーク拠点区分（社会福祉事業） 

 ア 生活介護 

 イ 就労継続Ｂ型 

⑤うなばら学園拠点区分（社会福祉事業） 

 ア 生活介護 

⑥なぎさホーム拠点区分（社会福祉事業） 

 ア 生活介護 

⑦わだつみ拠点区分（社会福祉事業） 

 ア 相談支援 

 イ 特定相談 

 ウ 障害児相談 

⑧うみのこセンター拠点区分（公益事業） 

 ア 母子療育訓練センター 

 



６．基本財産の増減の内容及び金額 

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

（単位；円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

定期預金 3,000,000  0  0  3,000,000  

合計 3,000,000  0  0  3,000,000  

 

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

該当なし 

 

８．担保に供している資産 

該当なし 

 

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。 

（単位；円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

構 築 物 2,209,062  1,732,050  477,012  

車輌運搬具 43,567,315  30,658,528  12,908,787  

器具及び備品 24,976,287  22,167,683  2,808,604  

有形リース資産 6,114,240  509,520  5,604,720  

合   計 76,866,904  55,067,781  21,799,123 

 

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

該当なし 

 

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

１２.関連当事者との取引の内容 

該当なし 

 

１３.重要な偶発債務 

該当なし 

 

１４.重要な後発事象 

該当なし 



１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け 

該当なし 

 

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態

を明らかにするために必要な事項 

 ⑴リース取引関係 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引 

   リース資産の内容 

    有形リース資産 

     法人本部拠点区分におけるパソコン 

     みなとふれあいセンター拠点区分におけるパソコン 

     ひびきワーク拠点区分におけるパソコン 

     うしおワーク拠点区分におけるパソコン 

     うなばら学園拠点区分におけるパソコン 

     なぎさホーム拠点区分におけるパソコン 

     わだつみ拠点区分におけるパソコン 

     うみのこセンター拠点区分におけるパソコン 

    無形リース資産 

     わだつみ拠点区分におけるソフトウェア（相談記録システム） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙２ 

計算書類に対する注記【法人本部拠点区分用】 

 

１．重要な会計方針 

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法 

該当なし 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定額法によっている。 

②無形固定資産 

定額法によっている。 

③リース資産 

（・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

⑶ 引当金の計上基準 

①徴収不能金引当金 

該当なし 

②賞与引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。 

③退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生して

いると認められる額を計上している。 

⑷消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。 

２．重要な会計方針の変更 

該当なし 

３．採用する退職給付制度 

退職給付制度は独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財

団法人静岡県社会福祉事業共済会の退職共済制度に加入し、法人の給与規程に基づいて退職給付

を行っている。 

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分 

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。 

⑴法人本部拠点区分計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式) 

⑵ 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））は省略している。 

⑶ 拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 



（単位；円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

定期預金 3,000,000  0  0  3,000,000  

合計 3,000,000  0   0  3,000,000  

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

該当なし 

 

７．担保に供している資産 

該当なし 

 

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

                                 （単位；円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

構 築 物 488,500  147,248  341,252  

車両運搬具 2,544,950  636,237  1,908,713  

器具及び備品 1,214,650  958,926  255,724  

有形リース資産 541,800   45,150  496,650  

合  計 4,789,900 1,787,561  3,002,339 

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

該当なし 

 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

１１．重要な後発事象 

該当なし 

 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び 

純資産の状態を明らかにするために必要な事項 

⑴ リース取引関係 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  リース資産の内容 

   有形リース資産 

    パソコン 



計算書類に対する注記【みなとふれあいセンター拠点区分用】 

 

１．重要な会計方針 

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法 

該当なし 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定額法によっている。 

②無形固定資産 

該当なし 

③リース資産 

（・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

⑶ 引当金の計上基準 

①徴収不能金引当金 

該当なし 

②賞与引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。 

③退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生して

いると認められる額を計上している。 

⑷消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。 

 

２．重要な会計方針の変更 

該当なし 

 

３．採用する退職給付制度 

退職給付制度は独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財

団法人静岡県社会福祉事業共済会の退職共済制度に加入し、法人の給与規程に基づいて退職給付

を行っている。 

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分 

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。 

⑴ みなとふれあいセンター拠点区分計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、

別紙２ 



第３号第４様式) 

⑵ 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））は省略している。 

⑶ 拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

該当なし 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 

該当なし 

７．担保に供している資産 

該当なし 

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

                                 （単位；円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

構 築 物 1,219,870  1,084,112  135,758  

車輌運搬具 4,121,655  3,937,688  183,967  

器具及び備品 6,754,970  6,269,037  485,933  

有形リース資産 260,280  21,690  238,590  

合  計 12,356,775  11,312,527  1,044,248  

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

該当なし 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

１１．重要な後発事象 

該当なし 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び 

純資産の状態を明らかにするために必要な事項 

⑴ リース取引関係 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  リース資産の内容 

   有形リース資産 

    パソコン 

 

 

 



別紙２ 

計算書類に対する注記【ひびきワーク拠点区分用】 

 

１．重要な会計方針 

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法 

該当なし 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定額法によっている。 

②無形固定資産 

該当なし 

③リース資産 

（・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

⑶ 引当金の計上基準 

①徴収不能金引当金 

該当なし 

②賞与引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。 

③退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生して

いると認められる額を計上している。 

⑷消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式よっている。 

 

２．重要な会計方針の変更 

該当なし 

 

３．採用する退職給付制度 

退職給付制度は独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財

団法人静岡県社会福祉事業共済会の退職共済制度に加入し、法人の給与規程に基づいて退職給付

を行っている。 

 

 



４．拠点が作成する計算書類とサービス区分 

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。 

⑴ ひびきワーク拠点区分計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４

様式) 

⑵ 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））は省略している。 

⑶ 拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

該当なし 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 

該当なし 

 

７．担保に供している資産 

該当なし 

 

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

                                 （単位；円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

車輌運搬具 2,474,610  2,474,609  1  

器具及び備品 2,206,898  2,033,627  173,271  

有形リース資産 520,632     43,386  477,246  

合  計 5,202,140  4,551,622  650,518  

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

該当なし 

 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

１１．重要な後発事象 

該当なし 

 



１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び 

純資産の状態を明らかにするために必要な事項 

⑴ リース取引関係 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  リース資産の内容 

   有形リース資産 

    パソコン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙２ 

計算書類に対する注記【うみのこセンター拠点区分用】 

 

１．重要な会計方針 

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法 

該当なし 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定額法によっている。 

②無形固定資産 

該当なし 

③リース資産 

（・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

⑶ 引当金の計上基準 

①徴収不能金引当金 

該当なし 

②賞与引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。 

③退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生して

いると認められる額を計上している。 

⑷消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。 

 

２．重要な会計方針の変更 

該当なし 

 

３．採用する退職給付制度 

退職給付制度は独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財

団法人静岡県社会福祉事業共済会の退職共済制度に加入し、法人の給与規程に基づいて退職給付

を行っている。 

 

 



４．拠点が作成する計算書類とサービス区分 

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。 

⑴ うみのこセンター拠点区分計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号

第４様式) 

⑵ 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））は省略している。 

⑶ 拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

該当なし 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 

該当なし 

 

７．担保に供している資産 

該当なし 

 

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

                                 （単位；円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

車輌運搬具 1,333,500  1,333,499  1  

器具及び備品 1,853,750  1,607,537  246,213  

有形リース資産 780,912  65,076  715,836  

合  計 3,968,162  3,006,112  962,050  

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

該当なし 

 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

１１．重要な後発事象 

該当なし 

 



１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び 

純資産の状態を明らかにするために必要な事項 

⑴ リース取引関係 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  リース資産の内容 

   有形リース資産 

    パソコン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



計算書類に対する注記【うしおワーク拠点区分用】 

 

１．重要な会計方針 

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法 

該当なし 

⑵ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

①製品及び仕掛品 

売価還元原価法による原価法によっている。 

②商品、原材料及び貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法によっている。 

⑶ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定額法によっている。 

②無形固定資産 

該当なし 

③リース資産 

（・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

⑷ 引当金の計上基準 

①徴収不能金引当金 

該当なし 

②賞与引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。 

③退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生して

いると認められる額を計上している。 

⑸消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。 

２．重要な会計方針の変更 

該当なし 

３．採用する退職給付制度 

退職給付制度は独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財

団法人静岡県社会福祉事業共済会の退職共済制度に加入し、法人の給与規程に基づいて退職給付

を行っている。 

別紙２ 



４．拠点が作成する計算書類とサービス区分 

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。 

⑴ うしおワーク拠点区分計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４

様式) 

⑵ 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪）） 

①生活介護 

②就労継続Ｂ型 

⑶ 拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

該当なし 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 

該当なし 

 

７．担保に供している資産 

該当なし 

 

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

                                 （単位；円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

車輌運搬具 5,864,160  4,212,707  1,651,453   

器具及び備品 5,017,954  4,933,698 84,256  

有形リース資産 844,560  70,380  774,180  

合  計 11,726,674  9,216,785  2,509,889  

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

該当なし 

 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

 



１１．重要な後発事象 

該当なし 

 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び 

純資産の状態を明らかにするために必要な事項 

⑴ リース取引関係 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  リース資産の内容 

   有形リース資産 

    パソコン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙２ 

計算書類に対する注記【うなばら学園拠点区分用】 

 

１．重要な会計方針 

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法 

該当なし 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定額法によっている。 

②無形固定資産 

該当なし 

③リース資産 

（・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

⑶ 引当金の計上基準 

①徴収不能金引当金 

該当なし 

②賞与引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。 

③退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生して

いると認められる額を計上している。 

⑷消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。 

 

２．重要な会計方針の変更 

該当なし 

 

３．採用する退職給付制度 

退職給付制度は独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財

団法人静岡県社会福祉事業共済会の退職共済制度に加入し、法人の給与規程に基づいて退職給付

を行っている。 

 

 



４．拠点が作成する計算書類とサービス区分 

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。 

⑴ うなばら学園拠点区分計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４

様式) 

⑵ 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））は省略している。 

⑶ 拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

該当なし 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 

該当なし 

 

７．担保に供している資産 

該当なし 

 

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

                                 （単位；円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

構 築 物 191,992  191,991  1  

車両運搬具 6,625,700  4,743,499  1,882,201  

器具及び備品 3,870,262  3,132,469  737,793  

有形リース資産 1,561,824  130,152  1,431,672  

合  計 12,249,778  8,198,111  4,051,667  

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

該当なし 

 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

１１．重要な後発事象 

該当なし 



１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び 

純資産の状態を明らかにするために必要な事項 

⑴ リース取引関係 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  リース資産の内容 

   有形リース資産 

    パソコン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙２ 

計算書類に対する注記【なぎさホーム拠点区分用】 

 

１．重要な会計方針 

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法 

該当なし 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定額法によっている。 

②無形固定資産 

該当なし 

③リース資産 

（・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

⑶ 引当金の計上基準 

①徴収不能金引当金 

該当なし 

②賞与引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。 

③退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生して

いると認められる額を計上している。 

⑷消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。 

 

２．重要な会計方針の変更 

該当なし 

 

３．採用する退職給付制度 

退職給付制度は独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財

団法人静岡県社会福祉事業共済会の退職共済制度に加入し、法人の給与規程に基づいて退職給付

を行っている。 

 

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分 



当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。 

⑴ なぎさホーム拠点区分計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４

様式) 

⑵ 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））は省略している。 

⑶ 拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

該当なし 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 

該当なし 

 

７．担保に供している資産 

該当なし 

 

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

                                 （単位；円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

車輌運搬具 19,362,960  12,080,510  7,282,450  

器具及び備品 2,179,428  1,467,668  711,760  

有形リース資産 1,343,952  111,996  1,231,956  

合  計 22,886,340  13,660,174  9,226,166  

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

該当なし 

 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

１１．重要な後発事象 

該当なし 

 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び 



純資産の状態を明らかにするために必要な事項 

⑴ リース取引関係 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  リース資産の内容 

   有形リース資産 

    パソコン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



計算書類に対する注記【わだつみ拠点区分用】 

 
１．重要な会計方針 

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法 

該当なし 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定額法によっている。 

②無形固定資産 

該当なし 

③リース資産 

 （・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

⑶ 引当金の計上基準 

①徴収不能金引当金 

該当なし 

②賞与引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。 

③退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生して

いると認められる額を計上している。 

⑷消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。 

 

２．重要な会計方針の変更 

該当なし 

 

３．採用する退職給付制度 

退職給付制度は独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財

団法人静岡県社会福祉事業共済会の退職共済制度に加入し、法人の給与規程に基づいて退職給付

を行っている。 

 

 

 

別紙２ 



４．拠点が作成する計算書類とサービス区分 

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。 

⑴ わだつみ拠点区分計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式) 

⑵ 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪）） 

①相談支援 

②特定相談 

③障害児相談 

⑶ 拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

該当なし 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 

該当なし 

 

７．担保に供している資産 

該当なし 

 

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

                                 （単位；円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

構 築 物 308,700  308,699  1  

車輌運搬具 1,239,780  1,239,779  1  

器具及び備品 1,878,375  1,764,721  113,654  

有形リース資産 260,280  21,690  238,590  

合  計 3,687,135  3,334,889  352,246  

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

該当なし 

 

 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 



１１．重要な後発事象 

該当なし 

 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び 

純資産の状態を明らかにするために必要な事項 

⑴ リース取引関係 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  リース資産の内容 

   有形リース資産 

    パソコン 

   無形リース資産 

    ソフトウェア（相談記録システム） 

 


